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第１．認定に際しての基本的な考え方 

 

１ 認定基準の目的 

平成17年6月 1日、「建築物の安全性及び市街地の防災機能の確保等を図るた

めの建築基準法等の一部を改正する法律」が施行され、既存不適格建築物に係る規

制の合理化の観点から、建築基準法（以下「法」という。）第86条の8の規定に

より全体計画認定制度が創設された。 

これは、法第 3条第2項の規定により法令の規定の適用を受けない既存不適格建

築物について、増改築の機会を捉えて性能確保を図るという現行制度とあわせ、最

終的に全ての不適合状態が改善されることとなる全体的な改修計画を前提に、改修

計画期間内における遡及適用を猶予し、段階的な改修を認めるものである。 

本認定基準は、本制度の適正な運用を図ることにより、既存不適格建築物の改修

等を促進し、もって既存不適格建築物の安全・衛生の向上を図ることを目的とする。 

ただし、法第86条の７（構造規定の緩和）、平成21年国土交通省告示第891

号（平成17年国土交通省告示第566号改正）又は平成21年 9月 1日国住指第

2072号技術的助言（平成18年国土交通省告示第184号別添第１本文ただし書

の認定）の適用を受ける場合は、当該全体計画認定を受ける必要はないものとする。                              

（添付資料Ⅰ、Ⅱ 参照） 

 

２ 認定基準の運用 

法第86条の8の規定に基づく全体計画認定にあたっては、法又はこれに基づく

命令若しくは条例によるほか、本認定基準によるものとする。 

ただし、本認定基準によることが必ずしも適切でないと認められる場合は、法の

趣旨に従い総合的な判断に基づき運用する。 

 

 

第２．適用対象建築物等 

 

１ 適用対象建築物 

本認定の適用は、法第 3条第2項の規定により法令の規定の適用を受けない既存

不適格建築物であって、当該既存不適格建築物の増築、改築、大規模の修繕、大規

模の模様替えの工事を行う建築物を対象とする。よって、既存不適確建築物に該当

するかどうかの判断をするために、当該建築物の関係書類や構造計算等により事前

に検証すること。検証の結果、適用対象建築物である場合の全体計画の期間は、原

則として5年以下とする。 

ただし、全体計画の期間を5年超20年以内とする場合の適用対象建築物は、法

第６条第１項第1号から第３号建築物とし、第４号建築物は適用しないものとする。 

なお、不適合となっている規定は、法又はこれに基づく命令若しくは条例とする。 
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２ 既存不適格建築物であることの確認手段等 

既存不適格建築物であること及び既存不適格事項の確認については次に掲げる図

書及び書類によること。 

（1）現況調査書（様式Ａ） 

（2）既存建築物の平面図及び配置図 

（3）新築又は増築等の時期を示す書類 

原則として、検査済証、又は建築確認台帳に係る記載事項証明（完了検査を行

った機関が交付したもの） 

 これらの書類がない場合は、確認済証、建築確認台帳に係る記載事項証明（建

築確認を行った機関が交付したもの）、登記事項証明書、建築確認後の工事の

実施を特定できるその他書類により、建築主事又は指定確認検査機関が新築又

は増築等を行った時点が明らかにされていると認めることができる。ただし、

（1）及び（2）に掲げる書類により、新築又は増築等の時期における建築基準

関係規定への適合を確かめること。 

（4）基準時以前の建築基準関係規定への適合を確かめるための図書等 

 

 

第３．認定基準 

 

１ 二以上の工事に分けて行うことがやむを得ない理由 

二以上の工事に分けて行うことがやむを得ない理由は、次に掲げるような場合と

し、当該建築物の特性や資金的な理由等の具体的な理由を示すこと。 

（1）学校であって、授業の都合から、夏休み毎に改修せざるをえない場合 

（2）病院であって、入院患者がいるため数度に分けて改修せざるをえない場合 

（3）公営住宅であって、予算の都合上数度に分けて改修せざるをえない場合 

（4）営業や使用を停止できない場合 

（5）一の工事とするには用意できる資金が十分でない場合 

（6）利用状況やその他の事情によりやむを得ない場合 

 

２ 全体計画の期間 

（1）全体計画認定に係る当初の工事の着手予定年月日から全体計画にかかる最終

の工事の完了予定年月日までの期間は、原則 5年以下とし2期工事以内で完了

するように計画すること。 

（2）完了予定年月日までに全体工事が完了せず、延長することがやむを得ないと

うるま市長が認めた場合は、当該期間の1年を限度として延長することができ

る。この場合、当該工事の完了の 30日前までに法第86条の 8第3項の規定

による変更申請を行うこと。ただし、法施行規則第10条の24各号に掲げる

軽微な変更を除く。 

（3）既存部分が、一定の耐震性（昭和56年6月１日の時点で施行されている法
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第20条の規定に適合するもの又は平成18年国土交通省告示第185号に定

める基準によって地震に対して安全な構造であることが確かめられたもの。）

が確保され、当該既存部分と増築部分がエキスパンションジョイントで分離さ

れている既存建築物については、全体計画の期間を5年超20年以内とするこ

とができる。その場合、後半に集中することなく早期（4期工事以内）に完了

するように計画すること。 

（4）うるま市長は認定に当たって、全体計画認定を申請しようとする者から、当

該建築物の利用状況、申請者が用意できる資金の状況、改修工事の規模や難易

度など一の建築物の増築等を含む工事を二以上の工事に分けて行うことが必要

であることを証する理由書の提出を求め、計画期間については、既存部分の構

造方法、安全性、将来の維持保全や機能向上の大規模の改修工事の時期等を総

合的に勘案し、個別の案件に応じて適宜判断するものとする。 

 

３ 既存不適格となっている規定の改修優先順位 

二以上の工事に分けるに当たっては、生命・身体に重大な危害が発生するおそれ

がある規定（防火・避難等）に係る不適格事項であって、特に緊急性が高いものか

ら優先的に改修すること。一期工事として増築と併せて先に既存部分の耐震改修工

事を行い、二期工事に避難関係改修工事を実施する計画で認定を受ける場合もある。 

 

４ 全体計画認定工事完了後の建築基準法令の規定の適合性 

全体計画認定を受けた改修工事が全て完了したときは、工事状況報告書（様式Ｂ）

をうるま市長に提出すること。また、全体計画に係る全ての工事の完了後において、

当該全体計画に係る建築物及び建築物の敷地が、建築基準法令の規定に適合するこ

ととなること。なお、法第86条の8第 1項第2号の「建築基準法令の規定に適

合する」には、法第86条の7第 1項から第3項までの既存の建築物に対する制

限の緩和の規定を適用する場合も含まれる。 

 

５ 全体計画に係るいずれの工事の完了後においても危険性等が増大しないもの

であることの判断 

当該全体計画に係る建築物及び建築物の敷地について、交通上の支障、安全上、

防火上及び避難上の危険性並びに衛生上及び市街地の環境の保全上の有害性（以下

「危険性等」という。）が増大しないものであること。 

全体計画認定時に既存不適格となっている規定については、各工事の完了後にお

いて危険性等が増大しないことについて、既存不適格となっている規定ごとに確認

する必要がある。その際の留意事項については、次に例示する。 

（1）構造関係規定 

構造耐力上主要な部分を取り除き、又は既存部分の荷重等が増加するにもかか

わらず、構造耐力に関する十分な措置を行わず、構造安全上の負荷が増大する

場合 
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（2）防火関係規定 

床面積の増加に伴い防火関係規定の適用に変更があるにもかかわらず、防火に

関する十分な措置を行わず、火災安全上の負荷が増大する場合 

（３）避難関係規定 

床面積の増加に伴い在館者数が増加し、又は歩行距離が長くなるにもかかわら

ず避難安全に関する十分な措置を行わず、避難安全上の負荷が増大する場合 

（４）設備関係規定 

床面積の増加に伴い在館者数が増加し、設備関係規定の適用に変更があるにも

かかわらず設備に関する十分な措置を行わず、衛生上の負荷が増大する場合 

 

 

第４．認定に際しての手続き 

 

１ 事前協議書等の提出 

認定申請に先立ち、事前協議書に、「認定申請時等の必要書類」に定める図書等

を添えて、うるま市長に提出すること。また、建築確認審査を要するものは申請前

に、建築確認事前審査願を確認審査機関（建築主事）に提出すること。 

 

２ 認定申請書の提出 

認定の申請は、法施行規則（昭和25年建設省令第40号）第10条の23、別

記第67号の3 様式に定める全体計画認定申請書の正本、副本に「認定申請時等の

必要書類」に定める必要書類を添えて、うるま市長に提出すること。 

既存部分の構造関係規定の図書については、国土交通大臣の認定書（国住指発第

224-1号）及び指定書（国住指発第224-2号）を添付することにより省略する

ことができる。 

ただし、ピロティー形式の建築物（2007年版 建築物の構造関係技術基準解説

書付録1-6-1「ピロティー形式の建築物に対する耐震設計上の留意点」参照）等に

ついては、審査において倒壊の危険性が想定される場合は、図書省略しないよう指

導するものとする。 

 

３ 全体計画変更認定 

法施行規則第10条の25の規定に基づき、法施行規則第3条の2第1項各号

の計画の変更に係る確認を要しない軽微な変更に該当する場合、工事の着工又は完

了の予定年月日の3ヶ月以内の変更の場合には、全体計画変更認定の手続きは要し

ないが、それ以外の場合には全体計画変更認定が必要となる。当該手続きは、変更

部分について、認定と同様の手続きを行うことになるが、全体計画に基づく改修等

が途中まで進んでいる場合、建築物の各部分について、変更時点の法令に適合する

ものであること。 
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第５．全体計画認定後の適正な工事等の進行管理 

 

１ 遂行状況の把握と管理 

全体計画認定を受けた建築主（以下「認定建築主」という。）は、認定の内容に

従って、適正に工事等の遂行状況の把握及び管理をしなければならない。 

全体計画に位置づけられた各工事（以下「認定工事」という。）について、建築

確認が必要な場合は、建築確認申請を提出の上、確認済証及び検査済証の交付を受

けること。 

 

２ 工事状況報告書の提出 

認定工事について、工事着工前及び完了後に、工事状況報告書（様式Ｂ）を作成

の上、うるま市長に提出すること。 

全ての認定工事が完了するまでの間、改修工事の有無に関わらず、全体計画認定

通知書の交付を受けた年度から起算して、２年度を経過した年度（以下「初回報告

年度」という。）の１月１日から１月３１日（土日祝祭日を除く。）並びに初回報

告年度から起算して、３年度又は３の倍数の年度を経過した年度毎の同期間内まで

に工事状況報告書（様式Ｂ）を作成し、うるま市長に提出すること。 

 

３ 認定建築主の変更届 

全ての認定工事が完了する前に、所有権移転等により認定建築主の変更があった

場合、新建築主はうるま市長に変更届を提出すること。提出後の新建築主は、新し

い認定建築主になるものとする。 

 

 

第６．改善命令等 

 

１ 改善命令 

うるま市長は、建築確認・検査が必要であるにもかかわらず、それらの申請をせ

ずに工事が行われている疑義がある場合は、法第12条第5項又は法第86条の8

第4項に基づく報告徴収を求める。 

この報告徴収の結果、認定建築主が全体計画認定に従って工事を行っていない場

合は、適正に工事が行われるよう指導する。 

この指導に従わない場合、法第 86条の 8第 5項の規定による改善命令など必要

な措置をとる。 

 

２ 全体計画認定の取消し等 

うるま市長は、認定建築主が、法第 86条の 8第 5項の規定による改善命令など

に従わない場合、当該全体計画認定の取り消しを行なう。 

なお、認定の取り消しを行った時点で、当該建築物は違反建築物となり、法第9
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条による命令等の措置をとる。 

 

 

第７．その他 

うるま市長は、認定建築主が、本制度の趣旨、認定後の工事の実施状況報告及び

計画どおりの工事が進捗しない場合の措置等について、十分な理解を得るために必

要な留意事項を作成し、全体計画認定書を交付する際に、面談にて説明を行うと共

に建築主から確認印を取得すること。 

なお、認定建築主の変更により、新建築主から認定事項の変更届が提出された場

合についても同様とする。 

本認定基準に定めるほか、本制度の運用に関して必要な事項は、別途定めるもの

とする。 

 

 

附 則  

本認定基準は、平成21年 10月 １日から施行する。 


